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１．はじめに 
 総務省は、平成18年３月31日、『大都市地域における大気環境の保全に関する政策評価』

の結果をまとめ、関係する４省庁に対して意見を通知した。本政策評価は、複数の行政機

関に関係する政策の総合性を確保するために行われたものであり、大都市地域の自動車排

出ガス対策に関する初めての総合的な評価と位置付けられている。 

参議院行政監視委員会においては、政策評価等の結果が公表されると、関係各大臣等か

らの説明聴取及び質疑を行うこととしており、第164回国会においては、本政策評価につ

いて総務副大臣から説明を聴取するとともに、あわせて、大都市地域における大気環境の

保全に関する政策の現状等について環境大臣から説明を聴取し1、これに関連する質疑が行

われた2。 

本稿では、本政策評価の内容と関係各省庁の政策への評価結果の反映状況、これに関連

する大気環境保全政策の概要を紹介するとともに、若干の所見を述べることとする。 

 

２．大気環境保全政策の経緯 
本政策評価では、『自動車から排出される窒素酸化物及び粒子状物質の特定地域におけ

る総量の削減等に関する特別措置法』（以下「自動車ＮＯｘ・ＰＭ法」という。）及び『自

動車排出窒素酸化物及び自動車排出粒子状物質の総量の削減に関する基本方針』（以下「総

量削減基本方針」という。）3の下で、大気環境の保全を図るため、総合的かつ計画的に推

進することとされている政策を対象とし、主に、施策目標である窒素酸化物（以下「ＮＯ

ｘ」という。）4及び粒子状物質（以下「ＰＭ」という。）のうち浮遊粒子状物質（以下「Ｓ

ＰＭ」という。）5の削減に焦点が当てられている6。そこで、本政策評価の概要を紹介す

る前に、まず、これまでのＮＯｘ及びＳＰＭを中心とした自動車排出ガス対策の経緯につ

いて触れておくこととする。 

（１）大気汚染防止法の制定（昭和43年） 

我が国では、高度経済成長期に産業活動の増大や社会生活の変化に伴って大気汚染が各

地で問題となり、大気汚染の早急な改善と将来にわたる汚染の予防の観点から発生源対策

が国の重要な課題となった。そこで、昭和43年に『大気汚染防止法』が制定され、固定発

生源（工場のばい煙排出等）及び移動発生源（自動車排出ガス）の規制が開始された。ま

た、同時に、公害対策基本法に基づき、人の健康を保護し、生活環境を保全する上で維持

されることが望ましい大気汚染等に係る基準としての大気環境基準が設定された7。 

（２）自動車ＮＯｘ法の制定（平成４年） 

昭和 40 年代後半からは、大気汚染防止法の規制により、固定発生源については排出量
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の削減効果が見られた。し 

かし、移動発生源について 

は、規制の強化と車両の技 

術革新の進展にもかかわら 

ず、自動車の普及台数・走 

行距離が大幅に増加したこ 

とから、排出削減総量は、 

頭打ち傾向が見られるよう 

になった。特に、首都圏や 

大阪等の大都市地域におけ 

る大気環境の保全について 

は、自動車交通量の増大や 

ディーゼル化の進展などに 

より、自動車から排出され 

るＮＯｘが総体として削減 

されない状況であった。 

このため、平成４年、大 

気汚染防止法に基づく自動車排出ガスに係る許容限度の設定等の施策に加え、『自動車か

ら排出される窒素酸化物の特定地域における総量の削減に関する特別措置法』（以下「自

動車ＮＯｘ法」という。）に基づき、平成12年度までにＮＯ２に係る大気環境基準をおお

むね達成させるための施策が講じられた。これは、大気汚染が著しく、大気汚染防止法に

よる従来の措置だけではＮＯｘに係る環境基準確保が難しいとされる地域（埼玉県、東京

都、千葉県、神奈川県、大阪府、兵庫県内の196市区町村）を「対策地域」として定め、

その地域に使用の本拠地を持つトラックとバスについて、ＮＯｘ基準に適合しない車には

車検証を不交付とする車種規制を行うなどとするものであった。こうした規制により、対

策地域内の自動車運送業者等は、ＮＯ２の排出基準を満たしていない使用過程車8を新車に

買い換えるなどの対策が必要となった。 

（３）自動車ＮＯｘ・ＰＭ法の制定（平成13年） 

しかし、大都市地域においては、自動車交通量の一層の増大などにより、自動車ＮＯｘ

法で施策の目標とされたＮＯ２に係る大気環境基準を平成12年度中に達成することが依然

として困難な状況であった。 

さらに、ＰＭによる健康への影響も懸念されることから、ＮＯｘに対する施策の強化や

自動車から排出されるＰＭの削減を図るための新たな施策の実施が重要な課題となった。

これと前後して、尼崎や名古屋で大気汚染公害訴訟が提訴され、大気汚染と健康被害の因

果関係を認める判決も相次ぐようになった。 

 このような状況から、平成13年６月に自動車ＮＯｘ法が、自動車ＮＯｘ・ＰＭ法に改正

され、ＮＯｘについての車種規制の強化を図るとともに、自動車から排出されるＰＭを対

象物質として追加し、さらに、対策地域を８都府県内の 276 市区町村（当時）に拡大（愛

知県及び三重県内の市区町村を追加）するなどの措置が講じられることになった。こうし

（図表１）主な大気汚染対策等 
年 主 な 大 気 汚 染 対 策 
 

昭和42年 
昭和43年 

 
 

昭和63年 
平成元年 
平成４年 
平成５年 
平成６年 
平成７年 
平成12年 

 
 
 

平成13年 
平成14年 

 
 

平成18年 

（高度経済成長期において、大気汚染が各地で問題化） 
公害対策基本法制定 
大気汚染防止法制定 
（固定発生源については排出量の削減効果が見られたが、
移動発生源の増大により排出削減総量は頭打ち） 
尼崎大気汚染公害訴訟提訴 
名古屋南部大気汚染公害訴訟提訴 
自動車ＮＯｘ法制定 
環境基本法制定 
第一次環境基本計画策定 
東京大気汚染公害訴訟提訴 
自動車ＮＯｘ法による環境基準の目標年次 
尼崎公害訴訟一審・神戸地裁判決で国側に賠償命令 
名古屋南部訴訟一審・名古屋地裁判決で国側に賠償命令 
第二次環境基本計画策定 
自動車ＮＯｘ・ＰＭ法制定 
自動車排出窒素酸化物及び自動車排出粒子状物質の総量の
削減に関する基本方針を閣議決定 
東京大気汚染訴訟一審・東京地裁判決で国側に賠償命令 
第三次環境基本計画策定 

（出所）大塚直『環境法』（有斐閣 平14.11）等より作成 
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た規制により、対策地域内の自動車運送業者等は、新たに使用過程車にＰＭ減少装置9を装

着するなどの対策が必要となった。 

 
       

   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
３．政策評価の内容 
 今回の政策評価では、総量削減基本方針において大気環境基準の達成目標が示されたＮ

Ｏ２及びＳＰＭについて、一般環境大気測定局（以下「一般局」という。）10及び自動車排

出ガス測定局（以下「自排局」という。）11における大気環境基準の達成状況や大気環境濃

度の推移等を調査し、その結果を基に、大気環境保全政策について、関係行政機関の各種

施策がどのような効果を上げているかなどの総合的な観点から評価を行っている。政策評

価書の記述内容は、おおむね以下のとおりである。 

（１）ＮＯ２及びＳＰＭに係る大気環境基準の達成状況 

ア 対策地域において大気環境基準を達成している自排局の割合 

ＮＯ２については、平成11年度以降、達成率は緩やかな増加傾向にある。また、Ｓ

ＰＭについては、平成12年度以降いったん下がった後、平成15年度以降、達成率は

大幅に増加している。なお、この理由は明らかにされていない。 

 

（図表３）ＮＯ２及びＳＰＭに係る大気環境基準達成率の推移 
〈ＮＯ２に係る大気環境基準達成率の推移〉      〈ＳＰＭに係る大気環境基準達成率の推移〉
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（図表２）自動車ＮＯｘ法と自動車ＮＯｘ・ＰＭ法の相違点 
 自動車ＮＯｘ法 自動車ＮＯｘ・ＰＭ法 

対 象 物 質 ・ＮＯｘ ・ＰＭを追加 

対 策 地 域 
(政令事項) 

・埼玉県、東京都、千葉県、
神奈川県、大阪府、兵庫
県内の196市区町村 

・名古屋市及びその周辺地域等を追加（これにより、埼玉県、
千葉県、東京都、神奈川県、愛知県、三重県、大阪府、兵
庫県内の276市区町村（当時）となった） 

車 種 規 制 
(政省令事項) 

・トラック、バスを対象 
・ディーゼル乗用車を追加 
・排出基準を強化 

事業者対策 

・事業所管大臣が事業者の
自動車使用合理化等に関
する指針を策定（環境大
臣に協議） 
 
・事業所管大臣が指導、助
言を実施 

・総量削減基本方針（環境大臣が案を作り、閣議決定）に事
業者の判断基準に関する基本的事項を規定 
・事業所管大臣が事業者の判断基準を策定 
・一定の規模以上の事業者に対する自動車使用管理計画の作
成、都道府県知事への提出を義務づけ 
・都道府県知事が指導、助言等を実施 
 

（出所）大塚直『環境法』（有斐閣 平14.11）270頁等より作成 

 
  

 
  

 
  

■■■一般局  ■■■自排局     （出所）『大都市地域における大気環境の保全に関する政策評価』概要（総務省）２頁 
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イ 長期(平成 16 年度を含め 10 年間)にわたって大気環境基準を達成していない自排局

ＮＯ２では、有効測定局218局のうち29局ある。また、ＳＰＭでは、有効測定局207 

  局のうち２局ある。 

（２）大気環境濃度の推移 

 ア 自排局の大気環境濃度 

対策地域全体ではＮＯ２及びＳＰＭとも低下傾向にある。しかし、非対策地域に比

べてみると、依然として高い。 

   

（図表４）ＮＯ２及びＳＰＭに係る大気環境濃度の推移 

〈ＮＯ２に係る大気環境濃度の推移〉         〈ＳＰＭに係る大気環境濃度の推移〉 

  
（出所）『大都市地域における大気環境の保全に関する政策評価』概要（総務省）３頁 

 

イ 自排局の対策地域全体と非対策地域全体の大気環境濃度の差 

ＮＯ２はわずかに縮小傾向ながらほぼ横ばいである。また、ＳＰＭは縮小傾向にあ

る。 
 

（図表５）ＮＯ２及びＳＰＭの対策地域と非対策地域の濃度差の推移 
〈ＮＯ２の対策地域と非対策地域の濃度差の推移〉  〈ＳＰＭの対策地域と非対策地域の濃度差の推移〉

 
 （出所）『大都市地域における大気環境の保全に関する政策評価』概要（総務省）３頁  

 

（３）評価の結果及び意見 

 これらの調査で、対策地域の自排局における大気環境基準の達成状況については、全体

では達成率が増加傾向にあるが、一部の交差点等の周辺地域では長期にわたり大気環境基
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準が達成されていないこと、ＮＯ２の大気環境濃度については、対策の効果が顕著に発現

するはずである対策地域において、自動車ＮＯｘ法施行後13年を経過しているにもかかわ

らず、自排局の大気環境濃度に著しい改善がみられないことが判明している。 

さらに、大気環境保全政策の推進の現況を調査する過程で、ＮＯｘ及びＳＰＭの発生メ

カニズムの解明が十分でないこと、ＮＯｘ及びＳＰＭの削減効果について定量的な把握が

行われてないこと、対策地域に使用の本拠地がある自動車については規制適合車の割合が

顕著に増加している一方で、非対策地域に使用の本拠地がある自動車については規制適合

車の割合が低いこと、自動車使用管理計画12が提出されていない事例が多いなど使用者の

把握ができていないことなどが判明している。 

そのため、総務省は、環境省、国土交通省、経済産業省及び国家公安委員会（警察庁）

に対して、(1)有効な局地汚染対策を検討し、その着実な実施を推進すること、(2)大気汚

染のメカニズムの解明に努め、有効な対策を検討し、その着実な実施を推進すること、(3)

交通流対策の効果の把握に努め、今後の対策の在り方を検討すること、(4)自動車ＮＯｘ・

ＰＭ法の排出基準非適合車の対策地域内への流入規制の必要性を含めた流入車対策の導入

に向けた検討を推進すること、(5)自動車使用管理計画の作成、提出等について効果等の検

証を行い、報告制度が有効に機能するよう見直しを行うこと、などの意見を通知した。 

 

４．関係各省庁の政策への反映状況 
自動車ＮＯｘ・ＰＭ法に基づいて定められた総量削減基本方針における目標には、対策

地域において平成22年度までに、ＮＯ２及びＳＰＭに係る大気環境基準をおおむね達成す

ることとされている。関係各省庁は、この目標に向けて平成19年度の大気環境保全政策を

立案し概算要求を行った。その中には、本政策評価における総務省の意見等を反映させた

ものと見受けられるものもある。ここでは、各省庁の平成19年度予算概算要求書等を基に、

ＮＯｘ又はＰＭの大気環境基準達成に向けた主な新規事業や増額要求された事業を紹介す

ることとする。 

（１）環境省 

環境省は、『平成19年度環境省重点施策』（平18.8）の中で、「自動車ＮＯｘ・ＰＭ法に

基づく平成22年度における二酸化窒素及び浮遊粒子状物質に係る環境基準の達成に向け、

局地汚染対策、流入車対策、自動車単体対策の強化等を含む新たな対策の検討」を行うこ

ととし、局地汚染対策の推進を図るため次の支援を行うこととしている。 

 ア 局地汚染対策支援事業 

   各自治体が局地汚染対策を検討する際に行うシミュレーションや、自動車排出ガス

削減に向けた検討を行う協議会の運営費用の半分を補助する事業に係る費用として、

9,996万 5,000 円を新規に要求した。 

 イ 局地汚染対策としてのロードプライシングの効果及び実現可能性調査 

 ロードプライシングとは、大都市などで自動車の進入を制限する制限区域を設定し、 

そこへの自動車の乗り入れを有料化することで自動車の流入数を減らそうとする交通 

政策のことである。その導入に向けた調査事業に係る費用として、2,900 万円を新規 

に要求した。 



 立法と調査 2006.10 No.261 140 

（２）国土交通省 

国土交通省は、『平成19年度予算概算要求概要』（平18.8）の中で、「大気、騒音等に係

る生活環境の改善」を概算要求の成果目標の一つとした。その上で、次の事業を行うこと

としている13。 

 ア 低公害車の開発・普及の促進 

   運輸エネルギーの次世代化を図りつつ、大都市を中心とした厳しい大気汚染問題を

抜本的に解決するとともに、地球温暖化対策に資することを目的として、新燃料を利

用するなど石油代替性に優れた次世代低公害車の開発・実用化を促進するため、施策

車両の実証走行試験等を行うことにより、実用性を検証し技術基準等の整備を行う「石

油に代替する次世代運輸エネルギーの活用（次世代低公害車の開発・実用化促進）」と

して、５億7,000万円を要求（平成18年度は、３億9,500万円）した。 

 イ 沿道等における大気汚染・騒音対策の推進 

  使用過程車の排出ガス性能の維持管理の向上を図るため、非接触式のＮＯｘ測定機

器による測定結果を活用した啓発・指導事業を実施するとともに、運送事業者に対す

る監査への活用方策等について調査・検討する「自動車排出のＮＯｘの低減を目的と

した啓発・指導事業」として、4,000万円を新規に要求した。 

（３）その他の省庁 

 経済産業省は、環境対策の一環として、引き続き、ＣＮＧ車14等の低公害車導入の促進 

を図るとともに、次世代低公害自動車の開発・実用化に向けた行動試験、排出ガス検査の 

高度化に向けた対策を実施するなどとした。 

 国家公安委員会（警察庁）は、自動車ＮＯｘ・ＰＭ法に基づく対策地域において交通渋 

滞の緩和を図り、自動車から排出されるＮＯｘ及びＰＭを削減するために、「特定交通安全 

施設等整備事業」15及び「交通安全施設等整備事業の効果測定及び効果手法の検証」16の各

事業において増額要求した。 

 
５．今後の検討課題 
各省庁の平成 19 年度予算概算要求に本政策評価の意見等がある程度反映され、ＮＯｘ

及びＳＰＭの削減に向けた取組が強化されたことは評価できると考える。しかし、政策評

価書では、これまで各省庁が様々な取組を行ってきたにもかかわらず、10年間にわたり環

境基準を達成していない自排局が存在していること、対策地域の大気環境濃度が依然とし

て非対策地域よりも高い状態であることなども指摘されている。このため、ＮＯ２及びＳ

ＰＭ削減に向けた更なる取組が必要であり、行政監視委員会としても本政策評価の政策へ

の反映状況を今後ともフォローしていく必要があると思われる。ここでは、本政策評価書

で指摘された事項の中から、『平成19年度環境省重点施策』に盛り込まれた流入車対策の

検討や自動車単体対策の強化を取り上げるとともに、関連する諸問題についても述べるこ

ととしたい。 

（１）流入車対策の検討 

自動車ＮＯｘ・ＰＭ法による規制の対象となるのは、対策地域に使用の本拠地を持つ車

であり、本拠地が非対策地域にある車は対象外である。このため、対策地域外に本拠地を
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持ち、排出基準を満たしていない車の流入を規制できない点が問題として挙げられている。 

対策地域を走行する自動車のうち、使用の本拠地を非対策地域に持ち排出基準を満たし

ていない貨物自動車数は、平成17年度では３万2,712台（対策地域内を走行する全貨物車

の 12.7％に当たる）にまで達している17。このことからも分かるように、大都市には、全

国各地からトラックによって大量の物資が輸送されており、大気環境保全政策の実効性担

保の上で、これらの自動車に規制をかけることが必要であると思われる。 

これまで、こうした流入車対策を行っていない理由として、環境省及び国土交通省は、

(1)使用の本拠地が対策地域外にあるものまで車種規制を及ぼすことは過剰規制になるお

それがあり適当でない、(2)対策地域外の地域から流入してくる車を規制するためには、数

多くの道路を常に監視しなければならず、人手と費用の負担が大きすぎることを挙げる18。 

 しかし、対策地域のある首都圏（埼玉県、東京都、千葉県、神奈川県）においては、流 

入車対策の必要性を認め、既に、平成15年 10月から条例により使用の本拠地にかかわら 

ず非適合車の運行を禁止している。また、兵庫県においても、平成16年 10月から一部の 

地域で同様に運行規制が行われている。 

（図表６）は、非対策地域に使用の本拠地がある非適合貨物車の流入の割合を示したも 

のである。流入車に対する規制を

行っていない愛知・三重圏では平

成14年度から17年度まで約18％

で横這いとなっている。一方、規

制を実施している首都圏では、平

成 14年度の約 14％から約 10％ま

で低下している。このことから、

流入車に対する規制は、一定の効

果を上げていると言え、その速や

かな検討が望まれる。 

なお、人手と負担の問題に関し 

ては、監視する道路を流入車の多 

い幹線道路などに的を絞るなどの 

方法が考えられる。 

（２）自動車単体対策の強化 

（１）において、非対策地域に使用の本拠地がある非適合車の流入の割合を基に、流入

車対策の導入の必要性を検証したが、ここでは、非適合車の流入台数に注目したい。 

（図表７）において、平成14年度と17年度を比較すると流入車規制を行っていない愛

知・三重圏で、他と比べて流入車台数の増加傾向が大きいことが分かる。ただ、流入車割

合の減少から規制の効果があるとされている首都圏でさえも、流入車の台数が増加傾向に

あることも見て取れる。 

したがって、非適合車の台数自体を抑制することが、最も効果的で、根本的な大気環境

保全対策であると思われる。今後は、非適合車への規制強化、低公害車の導入促進などの

実効ある対策が必要と思われる。 

 
（図表６）非対策地域に使用の本拠地がある非適合 

貨物車の流入の割合  
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（出所）『大都市地域における大気環境の保全に関する政策評価』概要 

（総務省）６頁  
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（図表７）非対策地域に本拠を持つ非適合貨物車の流入台数 
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（出所）『大都市地域における大気環境の保全に関する政策評価』62頁より作成 
 

（３）海外の事例等を踏まえた対策の必要性 

アメリカ合衆国において、1980年代の初めからＰＭが発ガン性を持つことや呼吸器系へ

の影響があることが指摘され始めたため、同国では1988（昭和63）年から、ヨーロッパで

はＥＵ全体の規制として1992（平成４）年からＰＭの規制が開始された。つまり、我が国

よりも10年近く早く規制が行われており、現在でも先進的な研究が行われているところで

ある。 

各自治体においては、対策地域のある首都圏の１都３県や兵庫県が流入車規制を行って

いることは前述のとおりであるが、その他にも様々な対策を行っている。 

海外や自治体における調査や対策の状況を以下に紹介するが、これらを踏まえた規制の

強化、交通量抑制対策、低公害車の促進などの対策を検討することも有意義であると思わ

れる。 

ア 規制の強化 

ＰＭのうち、粒子の大きさ（粒径）が2.5μｍ以下のものを特にＰＭ2.5と呼ぶ。Ｐ

Ｍ2.5 は、非常に微小であるため肺の奥まで侵入することから、ＰＭの中でもとりわ

け健康被害が大きいとされ、各国では健康被害に関する研究が進められている。 

1993（平成５）年にアメリカ合衆国の６都市において実施された疫学調査では、Ｐ

Ｍ2.5 と肺ガンによる死亡率との間に、非常に高い相関関係が認められた。ＰＭ2.5

に関する研究の進む同国では、すでにＰＭ2.5 に係る大気環境基準を定めその対策が

推進されている19。 

我が国においては、アメリカ合衆国並にＰＭ2.5 の規制を実施すれば、東京におけ

る死者は年 5,000 人減少するなどの研究成果が発表されているが20、大気環境基準を

設定するには至っていない。環境省においては、ＰＭ2.5 を測定し大気環境基準設定

に向けた調査を進めることが必要だと思われる。 
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イ 交通量抑制対策と低公害車の促進 

  環境省がロードプライシングの導入に向けた調査を行う方針であることについて、

４．（１）イにおいて述べたとおりだが、英国のロンドン、ノルウェー王国のオスロや

ベルゲン、シンガポール等においては、すでにロードプライシングが導入されている。 

  また、アメリカ合衆国においては、「州間クリーン交通網プロジェクト」が実施さ

れている。同プロジェクトは、州間高速道路にＣＮＧ車等のためのスタンドを設置す

ることにより、長距離を走る自動車にＣＮＧ車等の低公害車の導入を促すものである。 

自治体においては、庁舎に物品を納入する際に低公害車を利用する事業者と優先的

に契約する「グリーン配送」、自動車の利用者の交通行動の変更を促すことにより21、

道路交通混雑を緩和する「交通需要マネジメント（ＴＤＭ）」などの対策が行われて

いる。 

我が国においても、これらの先進的な事例を踏まえた対策を検討することが必要だ

と思われる。 

 

６．最後に 
行政監視委員会における質疑では、委員より、個々の自動車からの汚染を低減させる対

策と交通流や交通量の対策を総合的に組み合わせて実施することが重要であるとの指摘が

あった22。ディーゼル車については、近年、燃焼を制御し排出ガスに化学処理を加えるな

どの技術革新が進み、ＮＯｘでもＰＭでも技術的にはガソリン車と遜色ないレベルになっ

たなどと言われる。しかし、非適合車が走行する限りにおいて、ＰＭが排出され続けるこ

とには変わりがなく、政策評価書からも非適合車に対する規制が十分でないことが読み取

れるところである。したがって、環境省や国土交通省を始めとする関係各省庁においては、

こうした点や海外の例も踏まえ、密接に連携して大気環境保全政策全体の見直しを行って

いくことが急務だと思われる。 

ところで、政策評価には、政策の企画立案や政策に基づく活動を的確に行うために重要

な情報を提供するという役割が期待されている。本政策評価においては、総務省が省庁横

断的に行う政策評価としては初めて規制影響分析（ＲＩＡ）23による手法を用いるなど、

豊富な検証データに基づく評価が行われており、関係各省庁の平成19年度概算要求にも反

映されたと見られる。国会においても、こうした情報を十分に活用し、行政監視の立場か

ら、大気環境保全に向けた徹底的な議論を行う必要があると思われる。 
 
1 第 164回国会参議院行政監視委員会会議録第５号１～２頁（平18.5.29） 
2 第 164回国会参議院行政監視委員会会議録第７号２～３頁（平18.6.12） 
3 自動車ＮＯｘ・ＰＭ法に基づき、対策地域における自動車排出ＮＯｘ等の排出の抑制のために必要な計画等
に取り組むべき措置等に関して定めたもの。 

4 ＮＯｘとは、燃料などが燃焼する際に、燃料や空気中に含まれる窒素が酸化されることにより発生するもの
で、大部分は、二酸化窒素（ＮＯ２）と一酸化窒素（ＮＯ）である。主な発生源は工場や自動車であり、高濃
度になると呼吸器に悪影響を及ぼす。 

5 ＰＭとは、固体又は液体の粒子状の物質のことであり、その中でも粒径が10μm（注：１μmは1,000分の１
mm）以下の大気中に浮遊するものをＳＰＭという。主な発生源は工場や自動車であり、肺等に沈着するため、
高濃度になると呼吸器に悪影響を及ぼす。 
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6 ＮＯｘは、完全燃焼状態になると排出量が増え、燃焼温度が高温になると窒素と酸素が反応し生成される。
ＰＭは、不完全燃焼状態で発生しやすく、燃焼温度が低い場合や燃焼時に酸素が不十分な場合に排出が増え
る。このため、ＮＯｘを減らそうとするとＰＭが増え、ＰＭを減らそうとするとＮＯｘが増えるという二律
背反（トレードオフ）の関係があり、両者を削減することが難しいと言われる。 

7 平成18年 10月現在、ＮＯ２に関しては１時間値の１日平均値が0.04ppm～0.06ppmのゾーン内又はそれ以下で
あること（昭53.7.11 環境庁告示）、ＳＰＭに関しては１時間値の１日平均値が0.10mg/㎥以下であり、か
つ、１時間値が0.20mg/㎥以下であること（昭48.5.8 環境庁告示）。 

8 すでに市販され、実際に走行している自動車のこと。なお、自動車ＮＯｘ法又は自動車ＮＯｘ・ＰＭ法の排
出基準を満たしている車を「規制適合車」という。 

9 ディーゼル車から排出されるＰＭの排出を抑制する装置のこと。主なものとして、ＤＰＦと酸化触媒がある。
ＤＰＦは、ディーゼル車の排気管等に装着して、ＰＭをフィルターにより捕集する装置である。酸化触媒は、
触媒による酸化作用でＰＭを減少させる装置である。 

10 一般に人が居住する場所などの大気汚染の状況を常時監視するための測定局のこと。 
11 自動車排出ガスによる大気汚染の考えられる道路付近において、大気汚染の状況を常時監視するための測定
局のこと。 

12 対策地域内において乗用車、トラック、バス等を30台以上使用する事業者には、都道府県知事（自動車運送
事業者に対しては国土交通大臣）に対して、ＮＯｘ及びＰＭの排出抑制のため、その実施に関する計画の作
成、提出及び毎年度の取組状況の報告が義務づけられている。事業者自らが、計画（Plan）、実行（Do）、事
後評価（Check）、見直し（Action）を行うというＰＤＣＡサイクルにより、事業活動に伴う排出抑制を進め
ることを目的とするが、調査の結果、貨物自動車運送事業者の約３割が提出していないことが分かった。 

13 『平成19年度自動車交通局関係予算概算要求概要』（平18.8 国土交通省自動車交通局）に事業内容が詳述
されている。なお、予算概算要求概要には掲載されていないが、「交差点部等の局地汚染対策のための大気シ
ミュレーション検討経費」として、3,000万円を新規に要求しているとのことである。 

14 圧縮天然ガス自動車のこと。 
15 交通流の円滑化を図るための交通管制システムや信号機の高度化等の交通安全施設、道路交通の平準化を図
るための道路交通情報通信システム等の整備、公共交通機関の利便性の向上を図り公共交通機関の利用を促
進するための公共車両優先システムの整備など、関係都府県警察が実施する交通安全施設の整備に要する費
用の一部を補助する事業。 

16 ＮＯｘ及びＰＭ等の排出量削減に資する交通安全施設等の計画的・効果的な整備を図るため、交通安全施設
等の整備効果を分析し、交通渋滞解消等の排出の抑止に係る効果を測定する事業。 

17 『大都市地域における大気環境の保全に関する政策評価』（総務省）62頁 図表2-(2)-⑦「使用の本拠の位
置別の排出基準適合状況」から算出した。 

18 『自動車ＮＯｘ・ＰＭ法の車種規制について』（環境省・国土交通省）８頁 
19 『大都市地域における大気環境の保全に関する政策評価』（総務省）93頁 
20 『毎日新聞』大阪版 (平 18.4.17夕） 
21 具体的な方法としては、ロードプライシングの他、都市の外縁部で車から公共交通機関への乗換えを促す「パ
ーク＆ライド」、時間帯をずらすことによって交通渋滞を緩和する「オフピーク」、１台の自動車に数人が乗
ることによって自動車利用の効率化を図る「カーシェアリング」などがある。 

22 第 164回国会参議院行政監視委員会会議録第７号３頁（平18.6.12） 
23 政策評価の一手法。規制の導入や修正に際し、実施に当たって想定されるコストや便益といった影響を客観
的に分析し、公表することにより、規制制定過程における客観性と透明性の向上を目指すもの。 


